
6 款 1 項 3 目

17 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 26年度以前 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度以降

6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 30,000

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 5年間の実績

バーク堆肥投入面積 ㎡ 121000 304300 0 276100
特産果樹優良苗木植栽面積 ㎡ 199520 209460
高齢農家・栗剪定園地面積 ㎡ 382910 355660 0 379560
果樹育成袋導入園地面積 ㎡ 57500 56600 0 55400

項目 単位 26年度実績 27年度予定 9月末の実績 27年度実績

一般財源 5,409 6,011 402 5,903

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

0
県支出金 0 0 0 0

人件費 795 804 402 804
国庫支出金 0 0 0

8,042
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.10 0.10 0.05 0.10
人件費単価 7,954 8,042 8,042

804
合計 0 6,011 402 5,903

事業費
直接事業費 4,614 5,207 0 5,099
人件費 795 804 402

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
項　　　目 26年度決算 27年度予算 9月末の執行状況 27年度決算

事業の目的

本市の農業活性化に貢献するため、特産果樹優良品種の導入や生産技術向上による産地化の推進、安全な
農産物の生産振興を図るための土づくり等について対策を講じる。

事業の内容

特産果樹優良品種導入事業（苗木の購入・高齢農家栗剪定作業の受託補助）特産果樹高品質生産体制整備
事業（果樹育成袋の導入補助）土づくり体制整備事業（バーク堆肥の購入補助）

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

事業の対象 JAえひめ中央（各同事業実施農業者）

根拠法令等
伊予市農業活性化緊急対策事業実施要領等

予算科目

総合計画での位置付け
産業の振興〜もりもり元気なしごとづくり〜
農業の振興

事業の性格 内部管理事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： ブランド推進課 電話番号（内線）：

平成27年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業

983-6350（706）
記入者情報 所属長： 向井 裕臣 担当責任者： 松原 幸男

事務事業名 農業活性化緊急対策事業



2二次評価
（所属部長）

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

意見、課題

課題認識

３事業とも、要望は多いが常態化している。常に農業者のニーズを把握し、事業効果を検証しながら、必
要に応じた事業項目や補助要件等の見直しを行う必要がある。

二次評価

B成果向上の可能性 4
施策への貢献度 3

効率性
手段の最適性 4

Bコスト効率

課題認識

特産果樹の育成や全国的にも有名な中山栗の品質向上のために、必要な事業であり、今後も継続が必
要であるが、生産者の要望やニーズ等を勘案した検討が必要と思われる。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B

3
受益者負担の適正 4

施策への貢献度 3

市民ニーズへの対応 3
市の関与の妥当性 3

有効性
事業の効果 4

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 3

効率性
手段の最適性 4

Bコスト効率 3
受益者負担の適正 4

有効性
事業の効果 4

B成果向上の可能性 4

目　　標 100%以上 100%以上 0 0
実　　績 0.942 1.21 0 0

成果指標

成果指標
当該年度の果樹育成袋（園地面積）・栗剪定（園地面積）・苗木（植栽面積）・バーク堆肥（投入面積）の各実施
面積の累計／当該年度の各実施計画面積の累計（目標数値）×100

指標設定の
考え方

各実施計画面積（目標数値）に対する各実施面積を測定することにより、優良品種の導入や生産体制整備等
について効果を測る。

区分年度 26年度 27年度 28年度



2
経営者会議の最終判断

事業の方向性
現状のまま継続する。

意見、課題

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


